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第６節 障害者（児）保健・福祉

１ 障害者手帳

（１）身体障害者手帳交付

＜目的・事業内容＞

疾病や事故等が原因で身体に永続的な障害がある者に対して、障害の程度に応じて等級を確認の

うえ手帳を交付する。手帳交付を受けることにより、障害者福祉の制度を利用できる。

＜対象者＞

身体障害者福祉法施行規則別表第五号の身体障害者障害程度等級表に該当する身体障害

＜実 績＞

① 身体障害者手帳交付の状況 (令和５年３月３１日現在)

※等級は総合等級、障害名は重複障害の場合は等級の重い方

② 身体障害者手帳交付の推移 (各年度末現在)

根拠法令等 身体障害者福祉法 負担割合 －

等級

区分
１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計

視覚障害 167 149 15 24 54 32 443

聴覚平衡機能障害 36 93 68 140 7 159 503

音声･言語･そしゃく機能障害 0 5 38 33 76

肢体不自由 466 595 428 657 363 208 2,717

内

部

障

害

心臓 606 14 213 242 1,075

じん臓 403 1 3 0 407

呼吸器 15 0 24 13 52

ぼうこう・直腸 1 0 8 174 183

小腸 0 0 1 0 1

免疫 5 3 1 2 11

肝臓 6 0 1 0 7

小計 1,036 18 251 431 1,736

合 計 1,705 860 800 1,285 424 399 5,475

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

視覚障害 722 704 479 466 433

聴覚平衡機能障害 671 691 496 503 503

音声･言語･そしゃく機能障害 105 105 86 79 76

肢体不自由 3,895 3,816 2,917 2,832 2,717

内

部

障

害

心臓 1,477 1,458 1,158 1,120 1,075

じん臓 515 520 424 417 407

呼吸器 97 102 57 55 52

ぼうこう・直腸 295 302 197 198 183

小腸 2 1 1 1 1

免疫 11 11 10 10 11

肝臓 16 13 7 7 7

小計 2,413 2,407 1,854 1,808 1,736

合 計 7,806 7,723 5,832 5,688 5,475
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※R2 年度より交付者数が減少しているのは、国の通知を受けて、死亡が確認できた交付者について、

家族等による手帳の返還届の提出を待たずに喪失処理を行うこととしたため。

（２）療育手帳交付

＜目的・事業内容＞

知的機能の障害が発達期（概ね１８歳まで）に現れ、日常生活に支障が生じている者へ手帳を交

付し、必要な援護を行うもの。

＜実 績＞ (各年度末現在)

（３）精神障害者保健福祉手帳交付

＜目的・事業内容＞

精神障害者への福祉サービスの向上のため、一定の精神障害の状態を証することを目的として交付される

ものであり、市は申請の受付と県で決定した手帳を交付するもの。

＜実 績＞

① 精神障害者保健福祉手帳所持者の状況（累計） (各年度末現在)

※改正精神保健及び精神障害者福祉に関する法律により、性別区分が撤廃された。（平成２６年４月１日施行）

② 精神通院医療公費負担利用者数 （各年度末現在）

※年度末時点で有効期間を有する利用者数を計上している。Ｒ2年度が前年度と比較して大幅に減少している

のは、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた有効期間の延長等の措置によるものと考えられる。

根拠法令等 厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知 負担割合 ―

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

Ａ（最重度・重度） 666 676 680 681 676 685

Ｂ（中度・軽度） 707 747 772 825 864 877

計 1,373 1,423 1,452 1,506 1,540 1,562

根拠法令等 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 負担割合 ─

年度

等級
H29 H30 R1 R2 R3 R4

１ 級 153 164 180 192 182 180

２ 級 862 914 958 990 1,038 1,083

３ 級 264 290 315 315 324 353

計 1,279 1,368 1,453 1,497 1,544 1,616

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

利用者数 2,680 2,691 2,746 2,327 2,855 2,846
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（４）福祉の制度一覧表（１）

級

制

度

等

障
害
等
の
種
別

公 共 料 金 な ど の 割 引 ・ 助 成 税 金 日常生活の援助

タクシー

料金

鉄
道
運
賃
割
引

バ
ス
運
賃
割
引

国
内
線
航
空
割
引

ＮＨＫ

受信料 電
話
番
号
案
内
料
の
免
除

有
料
道
路
の
割
引

携
帯
電
話
基
本
使
用
料
等
の
割
引

特
別
障
害
者
控
除

障
害
者
控
除

自
動
車
税
（
種
別
割
）（
環
境
性
能
割
）・

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）（
環
境
性
能
割
）

車
い
す
貸
出
し

補
装
具

日
常
生
活
用
具

福
祉
タ
ク
シ
ー
利
用
券

一
割
引

全
額
免
除

半
額
免
除

視

覚

1 △ ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △ △

2 △ ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △ △

3 ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △ △

4 ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △ △

5 ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ ○ △ △

6 ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ ○ △ △

聴
覚
・
平
衡

2 △ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

3 ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

4 ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △

5 ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △

6 ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △

音声

言語

そしゃく

3 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

4 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ △

肢
体
不
自
由

1 △ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

2 △ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

3 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

4 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

5 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

6 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

内

部

1 △ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

2 △ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

3 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ △ △

4 ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ △

知的

障害

Ａ △ ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

Ｂ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ △ ○

精

神

1 △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ ○

2 △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○

3 △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○

難病 ○ △ △

○…… 対象 △…… 状況により対象
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福祉の制度一覧表（２）

級

制

度

等

障
害
等
の
種
別

サービス 社会参加 手 当 ・ 年 金 等 医療の給付・助成

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

地
域
生
活
支
援
事
業

郵
便
不
在
者
投
票

自
動
車
運
転
免
許
取
得
助
成

自
動
車
改
造
助
成

障
害
基
礎
年
金

扶
養
共
済

特
別
障
害
者
手
当

障
害
児
福
祉
手
当

特
別
児
童
扶
養
手
当

生
活
福
祉
資
金
貸
付

腎
臓
疾
患
患
者
福
祉
給
付
金

自立支援

医療 重
度
障
害
者
医
療

後
期
高
齢
者
医
療

更
生
医
療

精
神
通
院
医
療

育
成
医
療

視

覚

1 △ △

手
帳
の
障
害
程
度
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
ま
せ
ん
。
詳
し
く
は
、
保
険
年
金
課
又
は
大
牟
田
年
金
事
務
所
へ
。

△ △ △

手
帳
の
障
害
程
度
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
ま
せ
ん
。
詳
し
く
は
、
福
祉
課
障
害
福
祉
担
当
へ
。

△ △ △ △ △

2 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

3 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4 △ △ △ △ △ △ △

5 △ △ △ △ △ △ △

6 △ △ △ △ △ △ △

聴
覚
・
平
衡

2 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

3 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4 △ △ △ △ △ △ △ △

5 △ △ △ △ △ △ △

6 △ △ △ △ △ △ △

音声

言語
そしゃく

3 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4 △ △ △ △ △ △ △ △ △

肢
体
不
自
由

1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

2 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

3 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

5 △ △ △ △ △ △ △ △

6 △ △ △ △ △ △ △ △

内

部

1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

2 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

3 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4 △ △ △ △ △ △ △ △ △

知的

障害

Ａ △ △ △ △ △ △ △ △ △

Ｂ △ △ △ △ △ △ △ △

精

神

1 △ △ △ △ △ △ △ △ △

2 △ △ △ △ △ △ △ △

3 △ △ △ △ △ △ △

難病 △ △ △ △ △

○…… 対象 △…… 状況により対象
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２ 障害者福祉施策

(１)障害支援区分認定

＜目的・事業内容＞

介護給付等の受給を希望する障害者が障害支援区分の認定を受けるため、支援区分の調査及び審査を行う。

＜実 績＞

（２）介護給付

＜目的・事業内容＞

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行うホームヘルプや自宅で介護する人が病気の場合などに短期間、

夜間も含め施設で介護を行う短期入所、昼間、入浴等の介護を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機

会を提供する生活介護、施設に入所する人に夜間や休日に介護を行う施設入所支援などの介護の支援を行う。

＜実 績＞

（３）訓練等給付

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 市10/10

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

認定件数（件） 395 377 284 369 365 341

審査会開催回数（回） 21 19 14 21 18 16

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

ホームヘルプ
利用時間（延） 86,034 89,094 89,354 92,115 88,936

事業費（千円） 382,752 415,865 426,651 456,947 454,792

短期入所
利用日数（延） 1,804 2,339 1,393 964 919

事業費（千円） 16,700 20,650 8,614 8,931 9,102

重度訪問介護
利用時間（延） 3,861 4,706 5,421 5,752 7,182

事業費（千円） 10,052 12,498 16,124 18,965 24,109

行動援護
利用時間（延） 233 566 816 662 681

事業費（千円） 1,151 3,137 5,195 4,367 4,543

同行援護
利用時間（延） 15,226 16,983 14,866 14,315 15,014

事業費（千円） 66,640 73,076 70,840 69,151 73,829

療養介護
利用人数（延） 369 347 362 358 363

事業費（千円） 93,937 90,840 95,440 96,351 98,853

生活介護
利用回数（延） 96,517 96,507 96,289 94,616 92,633

事業費（千円） 1,000,749 1,011,670 1,021,647 1,068,047 1,052,557

施設入所支援
利用人数（延） 2,719 2,707 2,698 2,666 2,658

事業費（千円） 318,415 322,880 332,341 342,738 348,089

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4
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＜目的・事業内容＞

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のための必要な訓

練や一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のための必要な訓練

及び夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う。

＜実 績＞

（４）障害者入所系支援施設の利用状況

＜目的・事業内容＞

障害者の福祉を図るため、その者の更生を援助し、又は必要な保護を行う。

＜施設概要＞ (令和５年３月３１日現在)

（５）地域相談支援給付

＜目的・事業内容＞

障害者支援施設、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移行

するための支援を行う。居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急

時には必要な支援を行う。

＜実 績＞

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

自立訓練
利用回数（延） 11,004 12,037 7,012 13,210 10,310

事業費（千円） 65,589 73,977 53,175 61,985 66,279

就労移行支援
利用回数（延） 14,509 12,956 11,542 8,139 6,244

事業費（千円） 128,179 125,161 110,702 88,007 69,465

就労継続支援
利用回数（延） 90,768 102,633 109,704 113,101 111,988

事業費（千円） 651,852 714,935 810,141 872,467 903,892

就労定着支援
利用人数（延） 213 490 501 405 295

事業費（千円） 7,311 15,443 13,185 10,282 8,735

グループホーム
利用回数（延） 45,900 48,554 52,429 57,612 63,795

事業費（千円） 214,844 242,557 270,108 322,566 377,707

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 －

種別 利用数（人） 利用施設数

施設入所支援 220 人 51 施設

グループホーム 207 人 79 施設

合計 427 人 130 施設

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

地域移行支援
利用人数（延） 4 0 5 0 0

事業費（千円） 184 0 122 0 0

地域定着支援
利用人数（延） 8 0 0 0 0

事業費（千円） 28 0 0 0 0
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（６）計画相談支援給付

＜目的・事業内容＞

サービス等利用計画の作成、サービス事業者等との連絡調整、サービス等の利用状況の検証等を行い、障

害者（児）の自立した生活を支え障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマ

ネジメントによりきめ細かく支援を行う。

＜実 績＞

（７）障害児通所給付

＜目的・事業内容＞

未就学の障害児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行

う児童発達支援、就学中の障害児に生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等を行う放課

後等デイサービス、保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援等を行う保育所等訪問支援

などを行う。

＜実 績＞

（８）障害児相談支援給付

＜目的・事業内容＞

障害児支援利用計画の作成、サービス事業者等との連絡調整、サービス等の利用状況の検証等を行い、障

害児の自立した生活を支え障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントに

よりきめ細かく支援を行う。

＜実 績＞

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

計画相談支援
利用人数（延） 2,889 3,398 3,887 3,771 3,866

事業費（千円） 50,464 55,573 64,093 65,603 69,425

根拠法令等 児童福祉法 負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

児童発達支援
利用日数（延） 4,982 10,655 9,363 9,127 9,445

事業費（千円） 59,763 74,450 99,473 140,848 143,896

放課後等

デイサービス

利用日数（延） 19,239 23,971 25,545 29,718 34,622

事業費（千円） 171,064 222,032 244,743 300,937 347,862

保育所等訪問支援
利用日数（延） 18 19 35 32 88

事業費（千円） 311 339 619 663 1,850

根拠法令等 児童福祉法 負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

障害児相談支援
利用人数（延） 503 655 637 872 944

事業費（千円） 8,739 11,649 11,730 15,865 18,161
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（９）補装具の交付及び修理状況

＜目的・事業内容＞

障害により失われた身体機能を補完又は代替し、身体障害者（児）の日常生活の向上を図ることを目的と

して、交付や修理を行う。

＜実 績＞

（１０）軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業

<目的・事業内容>

１８歳未満の児童で、身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対し、言語の習得や健

全な発達を支援することを目的として、補聴器の購入費用を一部助成する。

<実 績>

※平成２６年１０月から開始

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

補
聴
器

交付件数 46 59 57 69 61

修理件数 11 8 16 14 17

金額(千円) 2,786 3,335 3,418 4,527 4,306

義

肢

交付件数 7 7 2 1 2

修理件数 13 7 11 6 9

金額(千円) 5,455 2,717 2,698 1,533 2,657

車
椅
子

交付件数 21 14 27 24 18

修理件数 39 39 27 37 36

金額(千円) 7,867 5,653 8,049 7,463 5,292

装
具

交付件数 40 29 24 31 29

修理件数 6 10 16 10 5

金額(千円) 3,503 2,374 2,026 2,005 1,957

安
全
杖

交付件数 10 9 9 10 8

修理件数 0 0 0 0 1

金額(千円) 46 51 37 57 45

そ
の
他

交付件数 26 26 10 18 17

修理件数 7 2 2 5 5

金額(千円) 4,518 3,298 1,234 3,179 3,514

計

交付件数 150 144 129 153 135

修理件数 76 66 72 72 73

金額(千円) 24,175 17,428 17,462 18,767 17,772

根拠法令等

福岡県軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業

補助金交付要綱、大牟田市軽度・中等度難聴児補

聴器購入費助成事業実施要綱

負担割合 県1/2,市1/2

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

交付件数 5 2 0 2 8

金額（千円） 191 64 0 77 310
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（１１）更生医療の給付

＜目的・事業内容＞

障害部位の手術等により、機能の改善や維持が保たれる等の治療効果が期待される場合に、日常生活や社

会活動力、職業能力を回復又は向上させることを目的として給付する。

＜実 績＞

（１２）療養介護医療の給付

＜目的・事業内容＞

医療と常時介護を必要とする場合に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世

話を行う。そのうち医療に係るものを療養介護医療として給付する。

＜実 績＞

（１３）相談支援事業

＜目的・事業内容＞

障害者等の福祉に関する各般の問題につき、本人や家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のため

の関係機関との調整その他の障害者等の権利擁護のために必要な援助を行う。

＜実 績＞

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

じん臓
件数 6,748 7,396 7,847 7,744 7,715 7,515

金額(千円) 274,338 287,444 311,762 269,970 291,066 260,224

心臓
件数 58 49 52 34 24 35

金額(千円) 25,353 35,330 23,937 10,365 7,762 14,180

その他
件数 127 106 74 73 87 79

金額(千円) 19,347 25,023 17,611 13,307 20,725 18,786

計
件数 6,933 7,551 7,973 7,851 7,826 7,629

金額(千円) 319,038 347,797 353,311 293,642 319,553 293,190

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

療養介護医療
利用人数（延） 368 349 360 354 363

金額（千円） 26,385 25,346 25,269 23,946 24,565

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 市10/10

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

利用件数（延数） 20,351 17,223 20,044 19,454 18,104

事業費 (千円) 23,590 23,590 23,590 23,590 23,590

事業所数 4 4 4 4 4
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（１４）移動支援事業

① 移動支援事業

＜目的・事業内容＞

屋外での移動が困難な障害のある人について、外出の為の支援を行う。

＜実 績＞

② 身体障害者外出援助サービス事業

＜目的・事業内容＞

支援費制度移行に伴う、ガイドヘルプサービス事業実施要綱の廃止により、ガイドヘルプサービスの利用

対象とならなくなった障害者に対して、生活の急激な変化から生じる影響を緩和するため、本市独自の事業

として、ヘルパーによる外出時の介助サービスを実施することにより、在宅の身体障害者の自立と社会参加

の促進を図る。

＜実 績＞

（１５）コミュニケーション支援事業

＜目的・事業内容＞

聴覚障害者等のコミュニケーションの円滑化を推進するために、要約筆記奉仕員・手話奉仕員の派遣事業、

手話通訳者の配置事業を行い、聴覚障害者等の社会参加を促進する。

＜実 績＞

要約筆記奉仕員派遣事業

手話奉仕員派遣事業

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用時間 27,200 30,320 26,246 26,558 28,343

事業費 (千円) 85,567 96,954 90,931 94,014 101,676

根拠法令等 大牟田市外出援助サービス事業実施要綱 負担割合 市10/10

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用時間 155 145 116 123 135

事業費 (千円) 202 189 151 163 176

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

延派遣回数 1 2 1 0 0 1

事業費 (千円) 23 25 23 20 20 24

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

延派遣回数 51 75 93 65 53 48

事業費 (千円) 183 183 232 139 119 182
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手話通訳者設置事業

※平成２９年４月から、手話通訳士等を常勤で２名配置。

（１６）地域活動支援センター事業

＜目的・事業内容＞

障害者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動（ぬり絵や小物入れ作り等）又は生産活動の機会の提

供（パソコン教室、英会話教室等）、社会との交流の促進（ボランティア活動等）等の便宜を供与する。

＜実 績 Ⅰ型＞

＜実 績 Ⅱ型＞

＜実 績 Ⅲ型＞

（１７）日常生活用具給付事業

＜目的・事業内容＞

在宅の重度障害者（児）等に対し、日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜を図り、その福

祉の増進に資する。

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

配置時間 － － － － ― ―

庁舎外での延対応回数 138 121 101 66 91 103

事業費 (千円) 4,905 5,397 5,512 6,089 6,123 6,248

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律
負担割合

基礎的事業分（市10/10）,

機能強化事業分（国1/2，県1/4，市1/4）

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用回数（延登録者数） 1,384 1,711 1,189 1,468 1,310

事業費 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300

事業所数 1 1 1 1 1

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用回数（延登録者数） 2,937 2,649 2,411 1,322 1,325

事業費 (千円) 11,800 11,800 11,800 5,900 5,900

事業所数 2 2 2 1 1

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用回数（延登録者数） 9,392 7,910 6,735 5,397 5,177

事業費 (千円) 19,520 19,520 19,520 19,520 19,520

事業所数 2 2 2 2 2



47

＜実 績＞ （単位：件）

（１８）日中一時支援事業

＜目的・事業内容＞

障害者支援施設等を日中における活動の場として提供し、見守り、社会に適応する為の日常的な訓練その

他必要な支援を行う。

＜実 績＞

（１９）福祉ホーム事業

＜目的・事業内容＞

低額な料金で、居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与することにより、

障害者の地域生活を支援する施設。

＜実 績＞

（２０）社会参加促進事業

＜目的・事業内容＞

障害者に対する日常生活に係る必要な訓練・指導の実施や各種奉仕員の養成及び派遣を行うほか、手話通

訳の福祉課障害福祉担当内設置、点字・声の広報等の発行、自動車運転免許取得・改造の助成、スポーツ教

室・大会の開催等を行うことにより、もって障害者の自立と社会参加促進を図る。

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

特殊寝台 9 5 7 2 5

視覚障害者用時計 8 3 5 6 4

視覚障害者用ポータブルレコーダー 7 3 1 2 3

入浴補助用具 5 3 5 4 2

聴覚障害者用屋内信号装置 － 5 2 0 1

聴覚障害者用通信装置 1 2 0 1 0

ストーマ装具・紙おむつ等・収尿器 2,910 2,983 2,952 2,947 2,791

その他 61 81 64 82 68

合 計 3,001 3,085 3,036 3,044 2,874

事業費（千円） 32,042 33,308 32,226 30,599 30,050

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2，県1/4, 市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用回数 2,867 3,343 983 1,679 2,060

事業費 (千円) 7,139 7,541 2,235 3,726 4,582

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

延利用回数 36 36 36 36 24

事業費 (千円) 1,930 1,930 1,930 1,930 1,286

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4
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＜実 績＞ （千円）

※新型コロナウイルス感染拡大により、中断又は開催できなかったため、減額となっている。

（２１）訪問入浴サービス事業

＜目的・事業内容＞

訪問により居宅において入浴サービスを提供することにより、地域における身体障害者の生活を支援する

とともに、身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る。

＜実 績＞

（２２）巡回相談の状況

＜目的・事業内容＞

補装具や身体障害者手帳等の相談に応じることにより、身体障害者（児）の福祉の向上を図ることを目的

とし、年１回実施している。

＜実 績＞

（２３）福祉タクシー料金助成事業

＜目的・事業内容＞
心身に重度の障害を有する者に対しタクシー利用料金の一部（基本料金）を助成することにより日常生活

の利便を図る。

年度

事業名
H29 H30 R1 R2 R3 R4

点訳奉仕員養成事業 149 150 150 156 143 143

朗読奉仕員養成事業 133 134 134 139 127 127

要約筆記奉仕員養成事業 269 10 － - - -

手話奉仕員養成事業 594 601 601 ※55 540 540

点字・声の広報等発行事業 629 629 629 629 629 629

自動車運転免許取得・改造助成事業 294 540 492 180 270 204

生活訓練事業 524 524 524 ※331 ※191 ※212

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 360 360 360 360 360 360

入院時生活支援事業 93 98 30 54 0 0

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
負担割合 国1/2,県1/4,市1/4

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

利用件数（延数） 237 234 274 267 296

事業費 (千円) 2,090 2,100 2,558 2,453 2,712

根拠法令等 身体障害者福祉法 負担割合 －

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

相談延べ件数 23 20 13 10 11

根拠法令等 大牟田市福祉タクシー料金助成事業実施要綱 負担割合 市10/10
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＜実 績＞

（２４）身体障害者相談員・知的障害者相談員

＜目的・事業概要＞

市長より委託を受けた障害当事者や知的障害に精通した者が、身体障害者又は知的障害者

の地域活動推進を図るほか、身体障害者又は知的障害者やその保護者の相談に応じ、必要な援

助を行う。

＜身体障害者相談員名簿＞ （任期 令和３年４月～令和６年３月）

＜知的障害者相談員名簿＞ (任期 令和３年４月～令和６年３月)

（２５）外国人福祉手当

＜目的・事業内容＞

国民年金制度上の理由で障害基礎年金等の給付を受けることができない障害のある在日外国人に障害者福

祉手当を支給することにより、もって福祉の増進を図る。

＜実 績＞

平成２８年度から実績なし。

（２６）大牟田市障害者等文化体育施設（サン・アビリティーズおおむた）の利用状況

＜目的・事業内容＞

障害者等の文化活動やスポーツの振興及び健康の増進を図るとともに、交流の場を提供し、もって障害者

等の福祉の増進に寄与する。

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

交 付 人 員 276 269 250 242 233 287

交 付 延 枚 数 7,402 7,534 6,662 6,798 6,596 6,440

利 用 延 枚 数 5,785 5,380 4,839 4,585 4,542 4,483

事 業 費 (千円) 3,691 3,433 3,154 2,994 3,119 3,138

根拠法令等
① 大牟田市身体障害者相談員設置要綱

② 大牟田市知的障害者相談員設置要綱
負担割合 市10/10

区分 氏 名 電 話 ＦＡＸ 備 考

市

有 松 由 里 子 ５４－７２１２ 全般

大 場 和 正 ５８－７３２０ 〃

長 井 直 子 ５２－８６５５ 〃

松 尾 サ ダ 子 ５６－１６４２ 〃

井 上 久 男 ０９０－２８５３－４４０９ 〃

本 木 正 敏 ４３－３３２７ 聴覚

区分 氏 名 電 話

市
古 池 亮 子 ５１－３７１１

木 村 香 代 子 ０８０－３１８７－６２５０

増 田 佳 子 ５６－３３０８

根拠法令等 大牟田市外国人障害者福祉手当支給要綱 負担割合 市10/10

根拠法令等 大牟田市障害者等文化体育施設条例 負担割合 ―
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＜施設の概要＞

＜利用状況＞

※利用者数は、ふれあいパラリンピック＆サン・アビまつり等への参加者を含む

（２７）扶養共済制度掛金扶助

＜目的・事業内容＞
心身障害者扶養共済制度（障害者（児）を扶養する保護者が一定額の掛金を納め、保護者が死亡

した場合や重度の障害となった場合に、障害者に終身一定額の年金を支給する制度）の加入者のう

ち、掛金の納付が困難な者に対してその掛金を扶助する。

＜実 績＞

心身障害者(児)扶養共済事業加入状況

（２８）重度障害者医療

＜目的・事業内容＞

重度の障害者に対し医療費の一部を支給することにより疾病の早期治療を促進し、もって保健の向上と福

祉の増進を図る。

＜支給対象者＞

次のすべてに該当する者

・市内に住所を有するもの

・3歳以上の重度の身体障害者(児)、知的障害者(児)、精神障害者（児）

・国民健康保険、後期高齢者医療保険又は社会保険に加入している人

・生活保護法による医療扶助を受けていないこと
・本人及び扶養義務者の前年の所得が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令に定める額を
超えていない者

所 在 地 大牟田市大字手鎌1380-3

敷地面積 4,794.135 ㎡

建築面積 1,582.04 ㎡

構 造 鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造)、平家建

主な施設
アリーナ(体育室)、研修室、音楽室、教養文化室、多目的室、

相談室、図書コーナー、相談コーナー、談話コーナー

開 設 昭和59年11月

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

開 館 日 数 (日) 295 292 291 259 289 292

利
用
者

障害者（人） 10,774 9,543 10,528 5,076 4,956 7,744

その他（人） 34,342 30,851 37,065 18,277 17,872 28,799

計（人） 45,116 40,394 47,593 23,353 22,828 36,543

障害者利用率 (％) 23.9 23.6 22.1 21.7 21.7 21.2

根拠法令等 大牟田市心身障害者扶養共済掛金の扶助に関する規則 負担割合 県1/2 市1/2

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

加入世帯数(延) 29 29 28 25 24 22

扶助世帯数(延) 0 0 0 0 0 0

扶助料(千円) 0 0 0 0 0 0

根拠法令等 大牟田市重度障害者医療費の支給に関する条例 負担割合 県1/2 市1/2
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＜実 績＞

（２９）特別障害者手当等

＜目的・事業内容＞

精神又は身体に重度の障害のあるものに手当を支給することにより、その者の福祉の増進を図ることを目

的として、手当を支給する制度。

＜支給対象者＞

・精神又は身体に重度の障害があり、日常生活において常時介護を必要とする者

・その者及び扶養義務者の前年の所得額が制限額未満であるもの

＜実 績＞

※人員は延人員

（３０）特別児童扶養手当

＜目的・事業内容＞

精神または身体が障害の状態（法令で定める程度以上）にある２０歳未満の児童について、児童の福祉の

増進を図ることを目的として、手当を支給する制度。

＜支給対象者＞

日本国内に住所があり、精神又は身体に別表に該当する程度の障害を有する児童を監護している父か母、

又は、父母に代って、その児童を養育している人

＜実 績＞ （手当支給停止者を除く。令和５年３月３１日現在）

（３１）大牟田市障害者自立支援・差別解消支援協議会の運営

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律が目指す「障害のある人が普通に暮らせる

地域づくり」を実現するため、具体的かつ定期的な協議を行い、協働して課題の解決を図っていく場として、

相談支援事業者や障害福祉サービス事業者、保健・医療機関、教育・雇用関係機関、障害者団体及び行政等

で構成する民と官協働の大牟田市障害者自立支援・差別解消支援協議会を設置している。

年度

区分
H30 R1 R2 R3 R4

重度障害者

対象者 3,109 2,992 2,901 2,789 2,703

件数 73,307 71,485 64,762 64,563 64,257

金額(千円） 340,044 328,872 303,920 300,740 286,381

根拠法令等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 負担割合 国3/4,市1/4

年度

区分
H29 H30 R1 R2 R3 R4

支
給
人
員

特別障害者手当 1,433 1,394 1,324 1,315 1,263 1,341

障害児福祉手当 633 664 645 632 658 665

福祉手当 (経過措置分) 177 168 165 143 113 96

計 2,243 2,226 2,134 2,090 2,034 2,102

支 給 額 （千円） 50,236 49,704 48,157 47,452 46,016 47,925

根拠法令等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 負担割合 －（県が支給）

年 度 H29 H30 R1 R2 R3 R4

支給人員 176 199 202 220 229 237
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協議会では、地域の関係機関によるネットワークを構築し、課題ごとに常設部会やプロジェクト会議を設

置して、障害者福祉に係る地域の課題抽出とその解決、障害を理由とする差別を解消するための取組みを行

っている。

３ 精神保健福祉

（１）精神保健福祉相談・訪問事業

＜目的・事業内容＞

精神障害者の早期治療の促進ならびに社会復帰及び自立の促進と地域住民への精神障害についての啓発

を行う。心の健康相談の定期開催。窓口での相談受付等。

＜実 績＞

① 精神保健相談の状況

② 精神保健訪問指導の状況

（２）精神障害の広報啓発事業

＜実 績＞

① 地域自殺対策強化事業

ア．研修・講座

自殺対策研修（職員対象）・自殺対策研修（専門職対象）・こころリラックス講座（乳幼児を

育てる保護者対象 3回、介護者対象 3回）を合計 8回の実施を企画し、実施した。

【参加延人数】 107 人

根拠法令等
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領等
負担割合 基本は県

年 度

精 神 保 健 相 談

実人員

延 人 員

計
老人精

神保健

社 会

復 帰

アルコー

ル
薬 物 思春期

心の健康

づくり
その他

H30 158 356 75 51 15 3 5 90 117

R1 83 182 22 21 2 0 2 67 68

R2 222 554 176 32 28 0 17 61 240

R3 130 339 103 6 8 0 0 41 181

R4 101 197 67 15 6 0 1 35 73

年 度

精 神 保 健 訪 問 指 導

実人員

延 人 員

計
老人精神保

健
社会復帰

アルコール

・ 薬 物
その他

H30 98 202 48 2 18 134

R1 22 64 7 15 2 40

R2 182 639 226 70 28 315

R3 21 265 155 3 3 104

R4 56 234 116 7 7 104

根拠法令等
自殺対策基本法、自殺総合対策大綱、

地域自殺対策強化事業実施要綱等
負担割合 県1/2
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イ．「こころリフレッシュ相談」

日常生活の心配事や困り事で思い悩み、心の健康に不安を感じている人に対して、臨床心理

士等による相談支援を実施。

【相談延人数】 19人


